
※ ※

※　区分 （受給者番号）

内 円 円 内 円 内 円

円 人 内 人 人 人 人 人 人 人

内 円 円 円 円

源泉徴収時所得税減税控除済額　120,000円、控除外額　0円

倉敷市笹沖△△　㈱○○開発　退職年月日　R6.3.31 支払額 1,452,300円　社保料 164,261円　源泉額 30,400円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円 円 円

円 円

※　種　別 ※　整理番号

支　払
を受け

る　者

住
所 倉敷市西中新田６４０番地

（個人番号）
1 2 3 4 5 2

（役職名）

氏
名

(フリガナ) クラシキ　タロウ

倉敷　太郎

6 7 0 1

非居住者

である

親族の数老人 特定

種別 支　　払　　金　　額 給与所得控除後の金額（調整控除後） 所得控除の額の合計額 源泉徴収税額

給与
賞与

老人 その他 特別 その他

16歳未満

扶養親族

の数

障害者の数

有 従有 従人 従人 従人

配偶者（特別）

控 除 の 額

控除対象扶養親族の数(配偶者を除く)

98

120,000 50,000

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1〇 1

住（特特）
住宅借入金等年末残

高(１回目)

38,127
新個人年金

保険料の金額
200,000

旧個人年金

保険料の金額
120,000

(摘要)

生命保険料の

金額の内訳

新生命保険料

の金額
101,500

旧生命保険料

の金額
168,985

介護医療保険

料の金額

住宅借入金等年末残

高(２回目)

控除対象

配偶者

（フリガナ） クラシキ　ハナコ
区

分 配偶者の

合計所得

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月

日(2回目)

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月

日(1回目) 3

個人番号 9

9 7
住宅借入金等特別控

除区分(１回目)

7 6 5 4 3 2
基礎控除

の額

住宅借入金等特別控

除区分(２回目)

氏名 倉敷　花子

1 0 9 8

控
除

対
象

扶

養

親
族

1

（フリガナ） クラシキ　チエ
区

分

9 0 1 2 5 6 個人番号 8

氏名

8

5人目以降の控除

対象扶養親族の個

人番号氏名 倉敷　知恵 氏名 倉敷　知也

個人番号 5 6 7 8

1
6

歳
未
満

の
扶

養

親

族

1

（フリガナ） クラシキ　トモヤ
区

分

9 0 1 2

区

分氏名

9

2

（フリガナ）
区

分

2

（フリガナ）

3 4 5 6 7 83 4

3

（フリガナ）
区

分

3

（フリガナ）

個人番号

区

分

5人目以降の16歳

未満の扶養親族等

の個人番号
氏名 氏名

個人番号

4

（フリガナ）
区

分

4

（フリガナ）

個人番号

区

分氏名 氏名

個人番号

個人番号

支
払

者

個人番号又は法
人番号 3 4 5 6

年

特

別

そ

の

他

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

　

　

欄

本人が障害者

23456

40,000

氏名又は名称 株式会社　○○不動産 086-441-XXXX(電話)

7,700,000 5,830,000 2,881,300 38,000

380,000

1,221,300

3 4 5
(右詰で記載してください)

住所(居所)
又は所在地 倉敷市鶴形１丁目△－△

7 8 9 0 1 2

24,000

旧長期損

害保険料

の　金　額153,100

受給者生年月日

元号

昭和

中途就・退職

就職 退職 年 月 日

○ 6 4 1 42 5 20

月 日

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

（源泉）控除対象配偶者


　の有無等

所得金額

調整控除額

国民年金

保険料等

の　金　額

個人番号

7

給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
別
明
細
書
）

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）の記入のポイント

国税庁作成の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と
提出の手引」を参考に記入してください。

住宅借入金等特別控除（以下 住宅ローン控除）は、所得税で住宅ローン控
除を控除しきれなかった方で、なおかつ入居年月日などの要件を満たす場
合について、控除しきれなかった控除額相当を次の年度の市県民税（住民
税）から控除できる制度です。

記載する項目として、給与支払報告書（源泉徴収票）に、『住宅借入金特
別控除可能額』および『居住開始年月日』欄等が設けられています。

年末調整で住宅ローン控除を申告された方のうち、所得税から控除しきれ
ない（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の金額がある場合には、市県
民税へ適用される住宅ローン控除額がこの記載項目の内容を用いて算定さ
れます。

その際は①「住宅借入金等特別控除可能額」欄を記載する必要があります。

記入の詳細は国税庁作成の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と
提出の手引」を参考にしてください。

国税庁ホームページ
「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」

①



※ ※

※　区分 （受給者番号）

内 円 円 内 円 内 円

円 人 内 人 人 人 人 人 人 人

内 円 円 円 円

源泉徴収時所得税減税控除済額　120,000円、控除外額　0円

倉敷市笹沖△△　㈱○○開発　退職年月日　R6.3.31 支払額 1,452,300円　社保料 164,261円　源泉額 30,400円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円 円 円

円 円

※　種　別 ※　整理番号

支　払
を受け

る　者

住
所 倉敷市西中新田６４０番地

（個人番号）
1 2 3 4 5 2

（役職名）

氏
名

(フリガナ) クラシキ　タロウ

倉敷　太郎

6 7 0 1

非居住者

である

親族の数老人 特定

種別 支　　払　　金　　額 給与所得控除後の金額（調整控除後） 所得控除の額の合計額 源泉徴収税額

給与
賞与

老人 その他 特別 その他

16歳未満

扶養親族

の数

障害者の数

有 従有 従人 従人 従人

配偶者（特別）

控 除 の 額

控除対象扶養親族の数(配偶者を除く)

98

120,000 50,000

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1〇 1

住（特特）
住宅借入金等年末残

高(１回目)

38,127
新個人年金

保険料の金額
200,000

旧個人年金

保険料の金額
120,000

(摘要)

生命保険料の

金額の内訳

新生命保険料

の金額
101,500

旧生命保険料

の金額
168,985

介護医療保険

料の金額

住宅借入金等年末残

高(２回目)

控除対象

配偶者

（フリガナ） クラシキ　ハナコ
区

分 配偶者の

合計所得

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月

日(2回目)

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月

日(1回目) 3

個人番号 9

9 7
住宅借入金等特別控

除区分(１回目)

7 6 5 4 3 2
基礎控除

の額

住宅借入金等特別控

除区分(２回目)

氏名 倉敷　花子

1 0 9 8

控
除

対
象

扶

養

親
族

1

（フリガナ） クラシキ　チエ
区

分

9 0 1 2 5 6 個人番号 8

氏名

8

5人目以降の控除

対象扶養親族の個

人番号氏名 倉敷　知恵 氏名 倉敷　知也

個人番号 5 6 7 8

1
6

歳
未
満

の
扶

養

親

族

1

（フリガナ） クラシキ　トモヤ
区

分

9 0 1 2

区

分氏名

9

2

（フリガナ）
区

分

2

（フリガナ）

3 4 5 6 7 83 4

3

（フリガナ）
区

分

3

（フリガナ）

個人番号

区

分

5人目以降の16歳

未満の扶養親族等

の個人番号
氏名 氏名

個人番号

4

（フリガナ）
区

分

4

（フリガナ）

個人番号

区

分氏名 氏名

個人番号

個人番号

支
払

者

個人番号又は法
人番号 3 4 5 6

年

特

別

そ

の

他

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

　

　

欄

本人が障害者

23456

40,000

氏名又は名称 株式会社　○○不動産 086-441-XXXX(電話)

7,700,000 5,830,000 2,881,300 38,000

380,000

1,221,300

3 4 5
(右詰で記載してください)

住所(居所)
又は所在地 倉敷市鶴形１丁目△－△

7 8 9 0 1 2

24,000

旧長期損

害保険料

の　金　額153,100

受給者生年月日

元号

昭和

中途就・退職

就職 退職 年 月 日

○ 6 4 1 42 5 20

月 日

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

（源泉）控除対象配偶者


　の有無等

所得金額

調整控除額

国民年金

保険料等

の　金　額

個人番号

7

給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
別
明
細
書
）

Ａ住宅借入金等特別控除の額
「給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書」に記載されてい
る住宅ローン控除の額と、「給与所得に対する源泉徴収簿」の年調年税額のう
ち、いずれか低い額をご記入ください。

Ｂ住宅借入金等特別控除適用数
給与支払報告書に記載する住宅ローン控除の件数をご記入ください。

Ｃ住宅借入金等特別控除可能額
「給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書」に記載されて

いる住宅ローン控除の額をご記入ください。

Ｄ居住開始年月日
「給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書」に記載されて

いる居住開始年月日を和暦でご記入ください。3件以上ある場合には3件目以降
は摘要欄にご記入ください。

Ｅ住宅借入金等特別控除区分
住宅ローン控除の内容に応じて以下のとおりご記入ください。
「住」 一般の住宅ローン控除の場合(通常の増改築を含みます)
「認」 認定住宅の新築等に係る住宅ローン控除の場合
「増」 特定増改築等借入金等特別控除の場合（住民税では控除対象外です）
「震」 震災特例法第13条の2 第1項(住宅の再取得にかかる住宅借入金等

特別控除)を適用した場合。

記載する項目について

なお、
○特定取得（特別特定取得以外）に該当する場合は、「（特）」
○特別特定取得(特例取得及び特別特例取得を含む)に該当する場合は、「（特特）」
○特例特別特例取得に該当する場合は「（特特特）」

とご記入ください。
例：「住(特)」、「住(特特)」、「住(特特特)」など

※特定取得とは住宅を取得した際に支払った消費税率が8％または10％の場合の住宅の取
得等をいいます。

※特別特定取得とは住宅を取得した際に支払った消費税率が10%の場合の住宅の取得等を
いいます。

※特例取得とは住宅を取得した際に支払った消費税率が10%で①注文住宅は令和2年9月
30日まで、②分譲住宅は令和2年11月30日までに契約が締結されているものをいいます。

※特別特例取得とは住宅を取得した際に支払った消費税率が10%で①注文住宅は令和2年10
月1日から令和3年9月30日まで、②分譲住宅は令和2年12月1日から令和3年11月30日
までに契約が締結されているものをいいます。

※特例特別特例取得とは特別特例取得に該当する場合で床面積が40㎡以上50㎡未満の住宅
の新築等をいいます。

※特定増改築等借入金等特別控除は、通常の増改築ではなく、居住家屋のバリアフリー化や
省エネ改修工事等を含む増改築等をした場合で、一定の要件を満たした時に一般の住宅
ローン控除に代えて受けられる控除です。

Ｆ住宅借入金等年末残高
住宅ローン控除の適用が2件ある場合、もしくは特定増改築等借入金等特別控除

に該当する場合にはその年の借入金の年末残高をご記入ください。
3件以上ある場合には3件目以降は摘要欄にご記入ください。

A

B
C

D
D

E
E

F
F



住宅ローン控除額（住宅借入金等控除申告書で算出された控除額）が200,000 円
居住開始年月日：令和３年９月７日（特別特定取得） の場合

記 載 例

（１）住宅ローン控除額が所得税額よりも少なかった場合
（所得税から住宅ローン控除が控除しきれる場合）

・『源泉徴収税額』欄（①）へ住宅ローン控除後の所得税額を記入。

・『住宅借入金等特別控除の額』欄（②）へ住宅ローン控除額の全額を記入。

・『住宅借入金等特別控除可能額』欄（③）については記入不要。

・『居住開始年月日』欄及び『住宅借入金等特別控除区分(１回目)』（④）を
記入。

・『住宅借入金等年末残高(１回目)』欄（⑤）には、その年の借入金の年末残
高を記入。

（２）住宅ローン控除額が所得税額よりも多かった場合
（所得税から住宅ローン控除が控除しきれず、控除額が余る場合）

・『源泉徴収税額』欄（①）へ“０円”を記入。

・『住宅借入金等特別控除の額』欄(②）へ 「給与所得に対する源泉徴収簿」の
年調年税額を記入。

・ 『住宅借入金等特別控除可能額』欄（③）へ住宅ローン控除の全額（算出年税
額を差し引く前の控除額）を記入。

・『居住開始年月日』欄及び『住宅借入金等特別控除区分(１回目)』（④）を
記入。

・『住宅借入金等年末残高(１回目)』欄（⑤）には、その年の借入金の年末残
高を記入。

※ ※

※　区分 （受給者番号）

内 円 円 内 円 内 円

円 人 内 人 人 人 人 人 人 人

内 円 円 円 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

旧個人年金

保険料の金額
120,000

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月

日(1回目) 3 9 7
住宅借入金等特別控

除区分(１回目)
住（特特）

住宅借入金等年末残

高(１回目) 20,000,000

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月

日(2回目)

住宅借入金等特別控

除区分(２回目)

住宅借入金等年末残

高(２回目)

200,000

有 従有 従人 従人 従人

〇 380,000 1

(摘要)

生命保険料の

金額の内訳

新生命保険料

の金額
101,500

旧生命保険料

の金額
168,985

介護医療保険

料の金額
38,127

新個人年金

保険料の金額

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1

（源泉）控除対象配偶者
 配偶者（特別）
控 除 の 額

控除対象扶養親族の数(配偶者を除く) 16歳未満

扶養親族

の数

障害者の数 非居住者

である

親族の数　の有無等 老人 特定 老人 その他 特別 その他

種別 支　　払　　金　　額 給与所得控除後の金額（調整控除後） 所得控除の額の合計額 源泉徴収税額

給与
賞与 8,000,000 6,100,000 2,881,300 24,800

（役職名）

3 4 5 6
支　払
を受け

る　者

住
所

23456

倉敷市西中新田６４０番地
氏
名

(フリガナ) クラシキ　タロウ

倉敷　太郎

7 8 9 0 1 2
（個人番号）

1 2

※　種　別 ※　整理番号

200,00050,000120,0001,221,300

１

給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
別
明
細
書
）

２

記入不要３

４ ５

※ ※

※　区分 （受給者番号）

内 円 円 内 円 内 円

円 人 内 人 人 人 人 人 人 人

内 円 円 円 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

※　種　別 ※　整理番号

支　払
を受け

る　者

住
所

23456

倉敷市西中新田６４０番地

（個人番号）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

（役職名）

氏
名

(フリガナ) クラシキ　ジロウ

倉敷　次郎
種別 支　　払　　金　　額 給与所得控除後の金額（調整控除後） 所得控除の額の合計額 源泉徴収税額

給与
賞与 6,000,000 4,360,000 2,881,300 0

（源泉）控除対象配偶者
 配偶者（特別）
控 除 の 額

控除対象扶養親族の数(配偶者を除く) 16歳未満

扶養親族

の数

障害者の数 非居住者

である

親族の数　の有無等 老人 特定 老人 その他 特別 その他

有 従有 従人 従人 従人

〇 380,000 1 1
社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

7
住宅借入金等特別控

除区分(１回目)
住（特特）

1,221,300 120,000 50,000 73,900
(摘要)

生命保険料の

金額の内訳

新生命保険料

の金額
101,500

旧生命保険料

の金額
168,985

介護医療保険

料の金額
38,127

新個人年金

保険料の金額
200,000

旧個人年金

保険料の金額
120,000

住宅借入金等年末残

高(１回目) 20,000,000

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月

日(2回目)

住宅借入金等特別控

除区分(２回目)

住宅借入金等年末残

高(２回目)

住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月

日(1回目) 3 9

１

２

３

４

200,000

給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
別
明
細
書
）

５


